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イベント概要 

 

[企業名]  三菱マテリアル株式会社  

 

[企業 ID]  5711 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] アナリスト説明会  

 

[イベント名]  サステナビリティ説明会  

 

[決算期]    

 

[日程]   2026 年 1 月 23 日  

 

[ページ数]  40 

  

[時間]   16:00 – 16:52 

（合計：52 分、登壇：35 分、質疑応答：17 分） 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

[会場面積]   

 

[出席人数]   

 

[登壇者]  3 名 

取締役 執行役社長（代表執行役） CEO 田中 徹也（以下、田中） 

執行役常務 CHRO    野川 真木子（以下、野川） 

サステナビリティ推進部 部長 CSuO 河村 裕二（以下、河村）  
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本日のアジェンダは、こちらの 5 点でございます。本日は、のちほど説明いたします当社のマテリ

アリティのうち、特に注力している取り組みを中心にご紹介させていただきます。 

サステナビリティに関する取り組みの概要、ガバナンスに関する取り組みを私、田中よりご説明い

たします。人的資本に関する取り組みを野川より、気候変動、および SCQ に関する取り組みを河

村より説明させていただきます。この SCQ とは安全・健康、コンプライアンス・環境、品質の頭

文字を示しております。 
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まず、最初にサステナビリティに関する取り組みの概要でございます。こちらのスライドは企業理

念等を示しております。人と社会と地球のために循環をデザインし、持続可能な社会を実現するこ

とを、私たちの目指す姿として定めておりますが、この目指す姿についてはこれまでと変更はござ

いません。 
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次に、統合報告書でもお示ししている価値創造プロセスでございます。市場で使用済み、または廃

棄された製品を回収し、有用な金属資源を取り出す資源循環の拡大と、取り出した金属資源を中心

とした高機能素材、製品供給の強化を図ってまいります。 

また、これらの取り組みを支える電力源として、再生可能エネルギー電力を自ら発電し、供給して

いくことで、マテリアリティを解決し、アウトカム、提供価値を生み出す価値創造の姿を描いてお

ります。 
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こちらはマテリアリティでございます。ステークホルダーにとっての重要度、私たちの目指す姿に

照らした重要度の 2 軸で整理、優先順位付けをし、マテリアリティを選定しています。特に資源循

環の推進、地球環境問題対応の強化、人的資本の強化に注力して取り組んでおります。 
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こちらは、サステナビリティ課題への対応体制でございます。サステナビリティ課題は大きく分け

ると、当社自身が資本市場においてサステナブルな存在であり続けるための課題と、当社が事業活

動を通じて、社会や環境をサステナブルなものにしていくために取り組むべき課題の二つに分けら

れます。こうした課題への取り組みについては、グループ会社を含めた全事業部門がかかわりつ

つ、コーポレート部門が取りまとめていく体制で取り組んでおります。 
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こちらは 2024 年度以降の、当社のサステナビリティ活動の全体像をまとめたものでございます。

サステナビリティ課題ごとに代表的な取り組み内容や、外部表彰を表しております。 

地球環境問題対応の強化においては、CDP 気候変動分野で 2 年連続最高評価の A リストに選出さ

れております。人的資本の強化においては、RPIDE 指標においてゴールドを 2 年連続で受賞、DX

の深化においては、DX 注目企業に 3 年連続で選定されるなど、多くの外部表彰を獲得しておりま

す。 
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次に、サステナビリティ課題の一つである資源循環の推進についてご説明いたします。資源循環の

推進は 2025 年 11 月に公表いたしました、新たな中期経営戦略における最重点テーマでありま

す。二次原料製錬の拡大、E-Scrap 処理量倍増、タングステンリサイクル率 100%により、資源循

環ビジネスをグローバルに展開し、資源循環で未来を創る企業になるという強い決意をお示しして

おります。 

このような戦略を策定した背景は、一次原料製錬の収益性低下が今後も続き、資源囲い込みの動き

が各地域において強まると見込まれるためであります。このような状況の下、世界トップクラスの

E-Scrap の集荷、処理能力という当社の強みを生かし、E-Scrap の集荷、処理をグローバルに展開

することで、二次原料製錬を拡大し、処理量倍増を目指すことといたしました。 

次に、レアメタルであるタングステンについては、次世代の電池や防衛産業での需要の増加が見込

まれる一方、一次資源の埋蔵量は一部地域に偏在しております。当社は 2024 年度にドイツの

H.C.Starck 社を買収したことで、世界最高のスクラップ処理能力を獲得いたしました。さらに処

理能力を拡大し、リサイクル原料比率 100%とすることで、需要増に応えるとともに、収益力の向

上を図ってまいります。 
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このように、資源循環ビジネスを通じ、限りある資源を最大限に活用し、廃棄物を新たな価値へと

転換することで、環境負荷の低減と経済的価値の両立を目指してまいります。 

 

ここからは、ガバナンスに関する取り組みについてお話をいたします。こちらのスライドは、

2015 年度以降の取締役会の構成を示しています。2019 年度から指名委員会等設置会社に変更して

おります。それに伴い、真ん中の円グラフのとおり、過半数を社外取締役が占めるようになってお

ります。現在は 10 名中 7 名が社外取締役、うち 2 名が女性となっています。 

一方、委員会は会社法で設置が義務づけられております指名監査報酬委員会とともに、任意のサス

テナビリティの各委員会を設置しております。指名委員会、報酬委員会、サステナビリティ委員会

は委員全員が社外取締役で構成されております。 
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こちらの表は、各取締役が自身の専門領域を生かし、戦略監督だけでなく人的資本、資源循環、地

球環境といった主要サステナビリティ課題へ、多様な視点で貢献していることをお示ししておりま

す。ここでは詳細なご説明は割愛させていただきますが、各取締役の専門性を持ち寄って、それぞ

れの課題に対応できていることがご理解いただけるかと思います。 
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こちらは、取締役会等における議論の内容を示したスライドでございます。取締役会では経営戦

略、事業関係のほか、サステナビリティ、ガバナンス、コンプライアンス等、さまざまなテーマに

ついて議論しております。 

また意見交換等が中心であります取締役説明会では、スライドの右側の表のとおり、2025 年は中

期経営戦略関係のテーマに多くの時間を割いて、意見交換をいたしました。 



 
 

 

12 
 

 

次に、取締役会の実効性評価についてご説明いたします。毎年自己評価を実施しており、3 年に 1

回は第三者機関に依頼して、評価を受けております。 

2024 年度は第三者機関を起用し、実効性評価をいたしました。その結果、取締役会の実効性は確

保されているものの、課題として中長期的競争優位性、および取締役会運営の改善が挙げられまし

た。 

この課題に対する 2025 年度の取り組みとしましては、取締役としての事業観を形成し、中期経営

戦略の練り直しが効果的に進むよう、監督と助言を行ってまいりました。この取り組みは 11 月に

公表いたしました、新中計の策定にも大きく寄与しております。 
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はじめに、これまでに人的資本の強化の取り組みで掲げてきた、主要 KPI の進捗と課題解決に向

けたアクションについてご説明します。 

一つ目の経営リーダー候補の持続的確保・育成について、当社では事業戦略をけん引するリーダー

人材を継続的に育成し、確保することを最重要人材課題と位置づけています。そのため、次世代経

営人材の育成に力を入れており、その進捗を図る一つの指標として、執行役後継候補に占める次世

代経営人材育成プログラム選抜者の割合を、主要 KPI の一つに置いています。 

選抜者には経営層を巻き込んだ育成施策や、重要なアサインメントを通じて成長を加速させてお

り、直近 3 年間の実績はこちらにお示ししておりますとおり、着実に進捗しております。 

二つ目は、複雑化する経営環境の中で意思決定の質を向上していくために、意思決定層における多

様な属性の割合を主要 KPI の一つに設定しているものです。直近 3 年間の実績はご覧のとおり

で、さらなる向上を目指しているところであります。 

この中でも特に女性管理職比率については、2025 年度末までに 5%とする目標を掲げて注力してき

ています。キャリアの加速を目的としたスポンサーシッププログラムの実施、社外研修への派遣な

どの育成の強化と、社員の多くが製造拠点に在籍するため、製造拠点の中からモデル職場を選ん
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で、あらゆる社員が働きやすい職場、活躍しやすい環境の整備をするなど、ハード面とソフト面の

両方から取り組んでいます。 

また、採用については今年 4 月に入社予定の新卒採用において、特に技術系内定者に占める女性比

率が 33%と、前年に比べるとおよそ 18%以上増え、当社としては過去最高の水準となりました。 

そして三つ目の KPI として、全ての主役である社員の働きがいと、会社の方向性とのアラインメ

ントを図る、エンゲージメントサーベイへの肯定的回答率を掲げています。2025 年度は、全社で

わずかに低下しました。このエンゲージメントサーベイですが、全部で 30 問程度設問がありま

す。五つのカテゴリー、すなわち仕事、仲間、組織、報酬、成長機会から構成していますが、前年

度のサーベイにおいて相対的に肯定的回答率が低かった、組織と成長機会の二つのカテゴリーを強

化領域とし、重点的に改善に努めてきました。 

強化領域の一つの組織のカテゴリーは、当社グループへの誇り、当社が属する業界や当社の今後の

成長、健康への配慮や多様な働き方のための制度や、環境整備に関する設問で構成されており、前

年度からは 3.7 ポイント低下という結果でした。経営環境が不透明な中で、業績改善に向けた施策

なども影響した可能性が高いと見ておりますが、新しい中期経営戦略の実行に併せて、引き続き社

員とのさまざまな対話の場を通じて、会社施策への理解と協力を仰ぎ、それぞれの職場に適したエ

ンゲージメント向上に向けて取り組んでまいります。 

強化領域のもう一つであります成長機会は、自律的成長やキャリア形成に向けた上司からの支援、

人事考課に関する設問から構成されるもので、前年に比べて 1.7 ポイント改善しました。このエン

ゲージメントサーベイは、2022 年からスタートしておりまして、以来、その成長機会への領域は

五つのカテゴリーの中でも肯定的回答率が相対的に低かったため、この 4 年間かけて自らがキャリ

アを考える機会を提供したり、社内公募制度を充実させたり、パフォーマンスマネジメントを徹底

することなどを繰り返し行ってきました。 

その結果、成長機会の肯定的回答率は、エンゲージメントサーベイスタート時の 2022 年と比べま

すと、全部で 11 ポイント改善をいたしました。今後もこれらの施策を進化させていきます。 
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続きまして足元 2025 年度の人的資本の強化に関しまして、主な取り組みについてご紹介します。 

まずはじめに、昨年 4 月に非管理職層に役割を軸にした役割等級制度を導入しました。労働人口が

減少していく中で、人材の獲得と定着の強化が不可欠となる中、旧来の日本的雇用環境にならった

雇用モデルを見直す必要があると考え、労使で協議を重ねて、非管理職の人事制度を改定したもの

です。 

具体的には、年齢や勤続年数に応じて処遇が決定するこれまでの取扱いを見直し、業務の役割に応

じて等級を決めて、従来以上の成果や貢献度に応じて報酬を決定する制度としました。この改定に

よって、2022 年度に管理職層へ導入した職務型人事制度と同じように、社員 1 人 1 人が個人の属

性によらず、能力を最大限に発揮して、外部人材も含めて社員を獲得し、定着させられる基盤が整

いました。今後も運用状況のモニタリングを行い、課題があればタイムリーに対応していきます。 

二つ目は、グループグローバルでの人材マネジメントの加速です。三菱マテリアルグループ社員の

およそ 4 割が海外グループ会社の社員である事実を考えますと、グループ一体で人材力、組織力を

結集し、その力を最大化させることが、これまで以上に求められています。 
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そのため、次世代経営人材育成プログラムの選抜対象をグループ会社に拡大し、先ほど触れました

DE&I 推進の取り組みや、エンゲージメントサーベイの国内と海外グループ会社への展開、そして

国内グループ会社と一体で健康経営活動を強化するなど、その活動の幅をグループに拡張してきて

います。 

そのステップとして、今年度からグローバル HR カンファレンスを開催し、グローバルでの人事部

門の連携強化や、グループグローバルでのキー人材の特定を実施しています。これらの取り組みは

来期以降も継続していく考えです。 

健康経営と DE&I の推進の取り組みは、これまでの成果としてここに掲げていますとおり、外部か

らも数々の評価をいただいております。 

 

最後に、中期経営戦略における人事戦略についてお話しします。昨年 11 月に公表した中計では、

資源循環ビジネスで未来を創る企業になることを目指しており、その実現を基盤として支える人事

戦略は、資源循環ビジネスを支える、現場の付加価値向上を支える、1 人ひとりの活躍を支えるこ

との三つの柱から構成しています。 
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人事戦略の一つ目の柱として、資源循環ビジネスを支えるために、グローバルで事業を担う人材を

戦略的に採用し、育成し、配置することに注力します。そのため新たな採用チャネルの開拓や、グ

ローバルリーダーシップの強化にも注力してまいります。 

二つ目の柱として、現場の付加価値向上のために、個々人の成長がそれぞれの職場の成長につなが

るよう、社員 1 人 1 人が期待されている職務や役割を果たして、組織の目標達成に貢献することが

重要です。 

年次などの個人の属性にとらわれることなく、先ほど触れました職務や役割を軸にした制度によ

る、役割と成果に基づく人事異動の徹底を進めます。またデジタルトランスフォーメーション推進

や、なくす・へらす・変えるをスローガンに進めている業務プロセス改革によって、仕事のやり方

を変えて生産性を高めていきます。また、そのような変革を率先して実現できる社員を積極登用し

ていくことを目指します。 

そして三つ目の柱として、当社グループ 1 人ひとりの活躍を支えるための基盤づくりを進化させま

す。具体的には、当社がグローバルでのビジネス展開を加速していくにつれ、多様な価値観や背景

を持つ人材を今よりもさらに増やしていく中で、人材の力をかけ合わせて、誰もが活躍できる環境

を整備してまいります。 

一方で、パフォーマンス発揮の礎となる社員の健康維持とエンゲージメント向上は、当社の成長戦

略実現において不可欠です。そのため、健康経営施策の充実や、働きがいを高める取り組みを継続

します。さらに人材データを体系的に整備し、データに基づく採用、育成、配置の面での人材活用

を加速させます。 

これにより、事業成長のための戦略的な人材マネジメントを実行し、企業価値向上に直結する仕組

みを構築していきます。 

以上のとおり、これら人事戦略を三つの柱に基づき実行することで、資源循環ビジネスで未来をつ

くる企業への進化を支えてまいります。 
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当社のカーボンニュートラルの目標について説明させていただきます。2020 年度を基準に、資源

循環に伴う排出を除いた GHG を、2030 年度に 47%、2035 年度に 65%、そして 2040 年度に 82%

削減する目標を設定しております。 

Scope1 については、まず資源循環由来以外の排出を、どのように削減していくかという点を軸足

に置いた目標の設定を考えております。また国の中長期目標も踏まえ、2035 年度、および 2040

年度の目標も今年度新設しました。中計 2030 年度以降に E-Scrap 由来や石灰石由来の排出を追加

開示し、目標定義も整理しておりますが、目指す方向に変わりはありません。 

なお、短期は Scope2 を先行して削減し、2035 年度に再エネ使用率を 100%、さらに 2050 年度に

再エネ電力自給率を 100%、すなわち使う電力相当を自ら創出することを目指します。また外部環

境の変化を踏まえて、リスクと機会のシナリオ分析についても更新を進めてまいります。 
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こちら、左側は再エネ電力の利用率と自給率のグラフとなります。利用率は 2025 年度目標を

2024 年度に前倒しで達成しました。2030 年度へ向けて利用率を着実に積み上げつつ、PPA 導入

などで FIT 非化石証書の依存を下げ、最適な電力確保を進めます。 

自給率 100%に向けては、既存発電所の強靱化、効率化に加えて、新規地熱の開拓などで自社電源

の拡充も進めます。 
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こちらの写真は、当社の遊休地を活用した既存、および計画中の太陽光発電、および地熱、水力の

既存発電所の写真です。引き続き Scope2 削減のため、導入拡大を進めていきます。 
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先ほど説明しました目標の中の Scope3 は、2030 年度に 2020 年度比で 22%削減を目標とし、そ

の先の将来目標については事業環境を踏まえて検討する予定です。当面は重点カテゴリーに絞って

エンゲージメントの強化を行い、達成の確度を高めていきます。 

最大の排出源はカテゴリー15 の投資で、主に UBE 三菱セメント社に起因します。同社とは削減策

の継続協議をしていきます。 

次に大きいのがカテゴリー1 の購入した製品、およびサービスで、銅精鉱サプライヤー由来が中心

です。主要サプライヤーとデータの共有、改善の協議を進め、目標達成につなげます。なお CDP

では、当社はサプライヤーエンゲージメント・リーダーに選定されております。 
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こちらのページは、現在政府において検討されている新たな排出量取引制度で、企業ごとに 2023

年度から 2025 年度の 3 年間の平均で、年当たり 10 万トン以上の CO2 の直接排出のところが対象

になる見込みです。 

今後、2025 年度の排出量が確定し、かつ細かいルールが全て明確になってから対象企業が確定す

ることとなりますが、当社の場合は当社単体と小名浜製錬社の 2 社が本制度の対象になることを想

定しております。 

また、当社は 2024 年度から ICP をトン 1 万円で導入しており、投資判断に反映していますが、制

度の詳細を踏まえ、対象拠点の削減余地の探索と対応体制を整えていく予定です。 
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当社では電気銅、それから電気鉛でカーボンフットプリントの算定と、第三者検証を実施してきま

した。今後も優先度を付けて対象製品を拡大し、顧客へ信頼性の高いデータを提供していくため、

多品種領域については算定、検証を効率化するためのデジタル基盤を整備しております。 
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こちらは、当社の資源循環の一つである REMINE においても、再エネ由来電力での製造を行って

いることを示したものです。引き続き、サーキュラーエコノミーとカーボンニュートラルの実現を

目指していきたいと考えております。 
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こちらは、生物多様性への取り組みです。国内外の枠組みと世の中の機運が高まっていますが、当

社は山手線の内側の面積の約 2 倍に相当する、1 万 3,000 ヘクタールの山林を保有しております。

これまでに森林認証を取得するとともに、2023 年に自然共生サイトへの登録を行い、社有林の保

全に努めております。 
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こちらに示すように、当社のサステナビリティ基本方針に基づき、2024 年 9 月に生物多様性保全

方針を定め、2025 年 5 月には TNFD レポートも発行しました。引き続き、情報開示と生態系の保

全を進めていく予定です。 
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森林の価値を可能な範囲で定量化するため、CO2 吸収の J クレジット化の検討も進めています。ま

ずは 2027 年頃をめどに、一部の山林での導入を検討します。なお、森林の持つ価値は全てが定量

化できる類のものではないのですが、可能な範囲で定量的な評価をしていく等の観点から、将来的

な生物多様性のクレジットについても動向を注視していきたいと考えております。 
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こちらから、SCQ に関する説明となります。はじめに、労働安全衛生に関する取り組みです。

2025 年度の目標として、休業 4 日以上の重篤な災害発生ゼロと、類似災害の再発ゼロを徹底しま

したが、残念ながらどちらも達成できていない状況です。2025 年は休業 4 日以上の重篤な災害の

発生状況は横ばい、類似災害も特定分類での災害がありました。 
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これらの課題については引き続き、根本原因の追究と、各拠点への水平展開を行っている状況で

す。 

また熱中症については、近年恒常化している猛暑の状況を踏まえて、有効性があったウェアラブル

デバイスなどの機器類の横展開をするとともに、操業を落とすことも検討いたしました。 

その他、ゼロ災の達成に向けては社員 1 人 1 人の安全意識の向上の必要性を認識し、各拠点のトッ

プから安全意識の徹底という、基本に立ち戻った取り組みも進めています。 
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こちらは 2024 年に実施した安全調査の結果と、2025 年度の実施状況です。当社の安全文化の醸

成レベルは、残念ながら依存型となっていました。これは、自律的に安全を進めていくところまで

には至っていないことになります。 

ゼロ災に向けて、引き続き各拠点のトップから現場従業員までの安全意識の向上を図ることで、ゼ

ロ災へ近づけていきたいと考えています。 
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こちらは、コンプライアンスに関する取り組みです。こちらに記載の各種研修、調査、および周

知、啓蒙活動を実施しています。役員向け研修は 2017 年の品質問題の再発防止のため、翌年から

毎年実施しています。 

またコンプライアンス研修は国内、海外の全従業員に向け、毎年実施しています。海外向けはこれ

から実施予定ですが、対象言語を 12 カ国語として、多くの従業員が理解しやすくなるよう工夫し

ています。 

コンプライアンス意識調査は、今年度で 10 回目の実施となります。グループ全体の従業員の課題

意識を確認し、これを次年度の各種施策に反映するようにしています。その他、社内イントラネッ

トを活用して、ハラスメント防止や内部通報の信頼性向上の施策も展開しています。 
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こちらは参加型研修の事例です。拠点を所管するカンパニーや、拠点の担当者とも事前に協議し、

各拠点の事情に合わせた内容として、ロールプレーなども取り込んで、自分事として捉えるように

工夫した研修を行っています。 
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こちらは内部通報の周知の例です。受付から調査の流れを図解して、イントラネットに掲載してい

ます。本年度は具体事例を匿名化した上で 6 回掲載して、周知を行っています。 
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こちらはカスタマー・ハラスメント対応についての説明となります。2025 年 4 月に施行された東

京都の防止条例を踏まえ、当社は 2025 年 6 月に基本方針を制定し、公開しました。 

社内イントラネットに、イラスト付きの NG と OK の例と対応マニュアルを整備し、現場が迷わず

対応できる体制を構築していきます。 
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続いて、品質管理の取り組みになります。品質については過去の問題を踏まえ、守りの品質を強化

してきました。こちらに示すように、再発防止に向けた取り組みを継続しています。 
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こちらのグラフは、品質レベルに関する実行評価のイメージです。守りの品質については、一定の

水準に到達したと見ております。今後は品質をさらに高め、信頼をブランド資産とするための施策

を推進します。 
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こちらの表は、当社グループにおける人権デューデリジェンスの取り組みになります。当社では

2022 年から 2023 年にかけて、全社の 105 拠点についてセルフチェックリストに基づく人権リス

クの特定、評価を実施しました。2024 年度よりリスク評価とフォローを実施して、人権リスクの

低減策を進めております。また 2026 年度の運用に向けて、チェックリストの見直しも行っている

ところです。 
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最後のスライドとなりますが、その他の人権の尊重に関する取り組みです。人権教育については、

国内は研修動画を昨年 12 月から配信し、海外拠点も今月から開始いたしました。また救済措置に

ついては、国内では三菱マテリアルグループ内に相談窓口を設置し、社内相談窓口で対応するとと

もに、外部からの対応も整えております。 

現代奴隷法への対応はカナダ、英国、豪州で、それぞれの法令に基づく報告義務がありますので、

当社ではカナダ、英国に向けて声明を提出し、当社ホームページにも掲載しました。豪州について

はマテリアルトレーディング社が提出を行っております。 

このように教育、救済措置、法令対応を通じて、人権尊重の取り組みをグローバルに強化しており

ます。 

ご説明は以上となります。ご清聴ありがとうございました。 
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質疑応答 

 

質問者 [Q]：今回の中期経営戦略はリサイクルにシフトし、新しい事業を創出していく方向性を示

しているが、求められる人材像としても、新規事業の立上げ、新しい顧客を開拓していくなど少し

変わってくると思う。中期経営戦略の実現に向けた人材戦略について、今後何を変えていくのか解

説してほしい。 

野川 [A]：18 ページに示しているとおり、資源循環ビジネスを支えるための人材をどう獲得し、

育成するかが、肝になってくるところであり、新しいチャレンジと心得ている。事業部とともに人

材の特定およびその必要人数についてディスカッションを重ねながら、採用チャネルの開拓から始

めていきたいと考えている。 

質問者 [Q]：現在の MMC の従業員を、新規事業に適した方向性に変えていく取り組みはあるか。 

野川 [A]：既存の人材においても、成長分野に対して振り向けていく。保有しているスキルだけで

は不足している点もあり、リスキリングの施策はより重要になってくるため注力していく。 

質問者 [Q]：エンゲージメントサーベイの組織の項目が 3.7%下がったことについて、今後厳しい

構造改革を断行していく局面であるが、どのように摩擦が起こらないように進めていくのか。 

野川 [A]：昨年、会社の施策で希望退職を本社中心に実施したことが、間接的に影響していると分

析している。抜本的構造改革について、様々なことを会社の中で検討しているものの、実施に関し

ては経営陣一体となり、前広に社員の理解を得られるよう説明する。また、施策の説明のみなら

ず、実施した先がどうなるかを、建設的に話していくことが重要と考えている。 

質問者 [Q]：ガバナンスの実効性評価について、中長期の競争優位性が課題との指摘があったが、

競争優位性を事業ごとに整理し、中期経営戦略に反映できているか。二次原料製錬に競争優位性が

あると判断した背景について教えてほしい。 

田中 [A]：MMC は様々なビジネスを行っているが、競争優位性については、昨年度も同じ課題感

があった。取締役会として入念に議論し、競争優位性を把握するとともに伸ばしていくよう取り組

んでいる。13 ページの取締役説明会で、中期経営戦略関係が多くを占めているが、この中で執行

側と取締側が強みがどこにあるか議論し、その結果が今回の中期経営戦略に反映されている。9 ペ

ージの右側に示した項目が当社の持つ優位性であり、これを確実に活用していく。 
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質問者 [Q]：カーボンニュートラルに向けた目標と GHG 削減計画について、銅製錬事業の切り離

しやセメント事業の IPO により大きく影響を受けると考えるが、目標数値は新体制をベースに見

直されていくのか。 

田中 [A]：GHG 削減計画は今回の中期経営戦略を立てる前に策定しており、銅製錬の PPC への参

加やセメント事業の IPO については、示している数値には含めていない。銅製錬事業、セメント

事業について動きがあれば、この目標数値や削減計画は変化してくる。 

質問者 [Q]：インターナルカーボンプライシング（ICP）について、銅製錬は二次製錬に舵を切

り、海外展開していく流れだが、親会社ではない場合の ICP 関連投資の位置づけはどうなるのか。 

河村 [A]：ICP については、トン当たり 1 万円としているが、政府は 4,000 円台が上限との方針で

数字は変わってきている。外部環境の動向を見て、見直しも検討していくが、現状はこのままとし

ている。二次製錬への今後の投資を含めて、CO2 排出についてはトン当たり 1 万円で加算する判

断をしており、その方針については変わる予定はない。 

質問者 [Q]：再生可能エネルギー発電量の中で地熱発電に注力しているが、Scope2 削減に向けて

の設備投資の強化として ICP を活用していくのか。 

河村 [A]：地熱発電については、2030 年までの投資計画には反映されている。カーボンニュート

ラルや再生可能エネルギー電力自給率に向けての投資は、引き続き実施していく計画であるが、具

体的な数字は現時点ではまだ決まっていない。 

質問者 [Q]：ICP を活用した積極的な投資となり得るのか。 

河村 [A]：地熱発電は、ICP によって加速されることはなく、事業目線での投資対象と捉えてい

る。 

 

［了］ 

 


